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【課題の概要】 
 本研究は、我が国の初等中等教育課程における子供の育成
過程を、教育政策や学校制度と人的資本形成との因果関係の
解明という分析視座から、つまびらかに検証するものである。
政府統計や業務個票データから成る多種多様なミクロデータ
の計量経済学的実証分析の諸結果に基づき、人口減少時代を
迎えた我が国にとって望ましい初等中等教育の在り方に対す
る経済学からの知見を提供することとしている。 

【学術的意義、期待される研究成果等】 
 本研究は、少子高齢化時代を迎えた我が国にとって喫緊の
政策課題に、教育経済学や労働経済学分野の最新の理論とデ
ータ解析手法を駆使して取り組もうとするものであり、厳密
な実証分析に基礎付けられた有用な事実発見や政策提言の創
出が期待できる。特に、学校の説明責任強化や学校統廃合の
効果分析は、近未来の教育政策形成過程に対して大きな学術
的貢献をもたらす可能性がある。 

 


